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添付 1 設置許可申請書における記載 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備

ロ．試験研究用等原子炉施設の一般構造

（３）その他の主要な構造

（a-9）外部火災（森林火災，爆発及び近隣工場等の火災） 

安全施設は、想定される外部火災において、最も厳しい火災が発生した場合において

も安全機能を損なわない設計とする。 

想定される森林火災の延焼防止を目的として、発電所周辺の植生を確認し、作成

した植生データ等を基に求めた最大火線強度から算出される防火帯を敷地内に設け

る。 

防火帯は延焼防止効果を損なわない設計とし、防火帯に可燃物を含む機器等を設

置する場合は必要最小限とする。 

また、森林火災による熱影響については、最大火炎輻射強度の影響を考慮した場合

においても、離隔距離の確保等により安全施設の安全機能を損なわない設計とす

る。 

発電所敷地又はその周辺で想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因

となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）とし

て、想定される近隣の産業施設の火災・爆発については、離隔距離の確保により安

全施設の安全機能を損なわない設計とする。 

また、想定される発電所敷地内に設置する危険物貯蔵施設等の火災及び航空機墜落

による火災については、離隔距離を確保すること、その火災による損傷を考慮して

代替設備により必要な機能を確保すること、安全上支障のない期間での修復等の対

応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることで、その安全施設の安全機能を

損なわない設計とする。 

外部火災による屋外施設への影響については、屋外施設の温度を許容温度以下とす

ることで安全施設の安全機能を損なわない設計とする。 

また、外部火災の二次的影響であるばい煙及び有毒ガスによる影響については、換

気空調設備等に適切な防護対策を講じることで安全施設の安全機能を損なわない設

計とする。 
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添付 2 設置許可申請書の添付書類における記載（安全設計） 

添付書類八 

1. 安全設計の考え方

1.7 外部からの衝撃による損傷の防止に係る設計 

1.7.5 耐外部火災設計 

1.7.5.1 外部火災防護施設 

安全施設が外部火災（火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機墜落火災

等））に対して、原子炉施設の安全性を確保するために想定される最も厳しい火災が発生し

た場合においても必要な安全機能を損なわないよう、防火帯の設置、離隔距離の確保、建屋

による防護、代替手段等によって、安全機能を損なわない設計とする。 

耐外部火災設計においては、安全機能の重要度分類がクラス１、２、３に属する構築物、

系統及び機器を外部火災防護施設とし、外部からの衝撃による損傷の防止に係る安全施設

に該当する構築物、系統及び機器を熱的影響評価対象施設として影響評価の対象とする。 

想定される外部火災に対する熱的影響を評価し、消火活動に期待しない場合にあっても、

熱的影響評価対象施設が、外殻施設又は離隔による防護により、その安全機能を損なわない

ように設計する。これらの熱的影響評価対象施設以外の安全施設は、外部火災により損傷す

るおそれがある場合に、代替措置や修復等により、安全機能を損なわないものとする。 

1.7.5.2 評価方針 

後述する熱的影響評価対象施設について、評価を行う。当該熱的影響評価にあっては、当

該安全施設の外殻施設を評価対象とする場合がある。想定される外部火災に対する熱的影

響を評価し、消火活動に期待しない場合にあっても、熱的影響評価対象施設が、外殻施設又

は離隔による防護により、その安全機能を損なわないように設計する。重要安全施設以外の

安全施設は、外部火災により損傷するおそれがある場合に、代替措置や修復等により、安全

機能を損なわないものとする。 

1.7.5.3 評価対象施設の抽出 

外部火災の影響評価を行う熱的影響評価対象施設を以下の各区分から抽出する。

（１）重要安全施設を内包し保護する外殻施設 

原子炉建物（格納容器を含む。）、原子炉附属建物及び主冷却機建物 

（２）外殻で保護されない重要安全施設 

主冷却機のうち屋外部分（屋外ダクト）、非常用ディーゼル電源系に関連する「冷

却塔」、「排気筒」及び「吸気系統」（主冷却機建物空調換気設備） 

（３）安全施設を内包し保護する外殻施設 

第一使用済燃料貯蔵建物及び第二使用済燃料貯蔵建物、廃棄物処理建物、メンテナ

ンス建物の液体廃棄物処理設備及び固体廃棄物貯蔵設備
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（４）外殻で保護されない安全施設 

主排気筒、外周コンクリート壁、一般電源系（受電エリア）及び屋外管理用モニタ

リングポスト

廃棄物処理建物、メンテナンス建物に内包される液体廃棄物処理設備及び固体廃棄物処

理設備は、基本的にコンクリート構造の地下階に位置し、上部にはエリアを隔てる蓋が設置

されているため、外部火災の影響を受けず、安全機能（放射性物質の貯蔵）を損なうことは

ないため、評価対象施設から除外した。 

一般電源系（受電エリア）は、一般電源系の機能を喪失した場合には、非常用ディーゼル

電源系等により必要な電源を供給し、これらはＭＳ－１に該当し、外殻施設の健全性が確保

されるため、安全機能を損なうことはなく、代替措置により、必要な機能を確保できるため、

評価対象施設から除外した。 

屋外管理用モニタリングポストは、屋外管理用モニタリングポストの機能を喪失した場

合には、代替措置（可搬型測定器）により、必要な機能を確保できるため、評価対象施設か

ら除外した。 

1.7.5.4 熱的影響評価における外部火災の想定等 

（１）森林火災 

大洗研究所（南地区）敷地境界に発火点を設け、敷地内の森林を延焼し、熱的影響評

価対象施設に迫る火災を想定し、熱的影響評価を実施する。熱的影響評価に当たっては、

「添付書類６ 2.気象」に示す高さ 10mの年風向頻度は北東の風が卓越していること、

また、原子炉施設から敷地境界までの距離が短く、かつ、障壁となる他施設を有しない

場所として、原子炉施設の東側の敷地境界を発火点とし、「原子力発電所の外部火災影

響評価ガイド」において推奨されている森林火災シミュレーション解析コード

(FARSITE)で使用されている計算式を使用する。植生として、敷地内にスギ、ヒノキや

マツが分布していることを考慮するとともに、火炎中の風速として、過去 10年間（2004

年～2013 年）の水戸地方気象台の観測データの最大風速 17.4m/s（2013 年 10 月）に、

地形及び樹林の影響を踏まえて 0.3を乗じた 5.22m/sを使用する。 

（２）近隣工場等の火災（近隣の作業施設の火災・爆発） 

大洗研究所（南地区）敷地外 10km以内の範囲において、石油コンビナート施設及び

液化天然ガス（LNG）基地は存在しないため、石油コンビナート及び液化天然ガス（LNG）

基地の火災・爆発による損傷の防止は、設計上考慮しない。 

危険物貯蔵施設等の火災・爆発にあっては、危険物貯蔵施設の危険物屋外タンクや高

圧ガス貯蔵設備（15t 以上の液化石油ガス及び 1t 以上の可燃性の高圧ガスを有する施

設）における火災・爆発を想定する。また、危険物を搭載した車両の火災・爆発にあっ

ては、敷地に隣接する国道 51号線において、危険物を搭載した車両による火災・爆発

を想定する。 

上記の他、ここでは、航空機が原子炉施設周辺で落下確率が 10-7回／炉・年以上にな

る地点へ落下し、火災が生じることも想定し、熱的影響評価を実施するものとする。 
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1.7.5.5 熱的影響評価における許容限界 

熱的影響評価における許容限界は、以下のとおりとする。なお、想定する外部火災は、原

子炉施設の水平方向に発生することから、火炎輻射の影響に鑑み、熱的影響評価対象施設に

おける天井スラブと垂直外壁面のうち、垂直外壁面を対象として許容限界を設定する。また、

コンクリート壁以外の機器搬出入口等の建物内近傍には、安全機能を有する施設を配置し

ないものとし、安全施設の安全機能を損なわない設計とする。 

（１）森林火災 

（ⅰ）森林境界（想定される発火点から防火帯又は防火帯相当のエリアまでの経路にお

いて、原子炉施設に最も近接する地点）における植生等から評価される火炎輻射強

度に対して、熱的影響評価対象施設の壁温度について、200℃を許容限界とし、当該

壁温度が、200℃を下回ることを確認することを基本とする。なお、許容限界とした

壁温度（200℃）は、火災時における短期温度上昇を考慮した場合において、コンク

リート圧縮強度が維持される保守的な温度として設定した。また、コンクリート温

度の初期値は、水戸地方気象台の観測データの日最高気温の調査結果（38.4℃（1997

年 7月））を踏まえ、40℃とする。 

（２）近隣工場等の火災 

（ⅰ）危険物屋外タンクにおける燃料油量等から評価される火炎輻射強度に対して、熱

的影響評価対象施設の壁温度について、200℃を許容限界とし、当該壁温度が、200℃

を下回ることを確認することを基本とする。 

（ⅱ）高圧ガス貯蔵設備における可燃性ガス貯蔵量等から評価される危険限界距離を許

容限界とし、熱的影響評価対象施設が当該距離を超える離隔距離を有するものとす

る。 

（ⅲ）危険物を搭載した車両の火災・爆発においては、消防法で定められた公道を通行

可能な上限量（30m3）のガソリンが搭載されたタンクローリーを対象とし、評価され

る火炎輻射強度に対して、熱的影響評価対象施設の壁温度について、200℃を許容限

界とし、当該壁温度が、200℃を下回ることを確認することを基本とする。また、液

化天然ガス（LNG）及び液化石油ガス（LPG）が積載された最大クラスのタンクロー

リー（積載量：15.1t）を対象とし、評価される危険限界距離を許容限界とし、熱的

影響評価対象施設が当該距離を超える離隔距離を有するものとする。 

（ⅳ）航空機カテゴリ毎に選定した航空機における燃料油量等から評価される火炎輻射

強度に対して、熱的影響評価対象施設の壁温度について、200℃を許容限界とし、当

該壁温度が、200℃を下回ることを確認することを基本とする。 

 

1.7.5.6 設計における留意事項 

（１）防火帯の設置 

敷地内にあっては、評価した火線強度に応じ、防火帯を設ける。原子炉施設と防火帯

のエリアの外縁（火炎側）までの距離については、「原子力発電所の外部火災影響評価

ガイド」を参考に、評価した火炎輻射強度に応じた危険距離（熱的影響評価対象施設の
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壁温度が許容温度（200℃）を超える距離）を上回るように設定する。防火帯は、外部

火災防護施設への影響（障壁となる他施設の有無）を踏まえて設ける。 

防火帯では、原則として、駐車を禁止するとともに可燃物を置かないよう管理し、工

事や物品の搬出入等に伴い、やむをえず防火帯に停車する必要がある場合や一時的に

可燃物を置く必要がある場合についても、長時間の停車や仮置を禁止し、速やかに車両

や物品を移動できるよう人員を配置する等の運用上の措置を講ずる。 

（２）外部火災の二次的影響の考慮 

外部火災の二次的影響については、ばい煙及び有毒ガスを想定する。外部火災の二次

的影響を考慮する必要がある安全施設については、必要に応じて、ばい煙の除去に係る

措置（フィルタの設置及び交換）を講じられるものとし、ばい煙による波及的影響（閉

塞及び目詰まり）によって、その安全機能の重要度に応じて、必要な安全機能を損なわ

ないものとするとともに、中央制御室については、その居住環境を維持できるものとす

る。なお、敷地内外において、多量のばい煙や有毒ガスが原子炉施設に到達するおそれ

が確認された場合には、原子炉を停止する。また、ばい煙を除去するために必要な措置

（除去等）を講じる。外部火災発生時において原子炉施設外で想定される外部電源喪失

等に対しては、原子炉保護系の作動等により、原子炉を自動停止するものとする。 

（３）外部火災における消火活動 

敷地内の森林を延焼して原子炉施設に接近する火災が発生した場合にあっては、発

見者が大洗研究所の通報連絡系統に従って、公設消防や連絡責任者等に連絡するとと

もに、日中は従業員により編成する自衛消防隊、休日・夜間は常駐消防班により、その

消火活動に従事するものとする。また、原子炉施設の東側にあっては、想定される発火

点と防火帯の外縁（火炎側）までの距離を考慮し、迅速な予備散水を可能とする設備を

設ける。なお、敷地内において、公設消防、自衛消防隊又は常駐消防班による消火活動

を必要とする火災が発生した場合には、必要に応じて原子炉を停止する。 

1.7.5.7 手順等 

「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」に基づき、原子炉施設保安規

定を定める。原子炉施設保安規定には外部火災発生時の消火活動について手順を定め、適切

な管理を行う。 
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添付 3 設置許可申請書の添付書類における記載（適合性） 

添付書類八 

1. 安全設計の考え方

1.8 「設置許可基準規則」への適合 

原子炉施設は、「設置許可基準規則」に適合するように設計する。各条文に対する適合のた

めの設計方針は次のとおりである。 
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（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条 安全施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が発生し

た場合においても安全機能を損なわないものでなければならない。 

２ 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然

現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮

したものでなければならない。 

３ 安全施設は、工場等内又はその周辺において想定される試験研究用等原子炉施設の安全性

を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）

に対して安全機能を損なわないものでなければならない。 

適合のための設計方針 

１ について 

（10）森林火災 

森林火災にあっては、大洗研究所（南地区）敷地境界に発火点を設け、敷地内の森林を延

焼し、熱的影響評価対象施設に迫る火災を想定し、熱的影響評価を実施する。なお、敷地内

にあっては、評価した火線強度に応じ、防火帯を設けるものとする。原子炉施設と防火帯の

外縁（火炎側）までの距離については、「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」を参考

に、評価した火炎輻射強度に応じた危険距離（熱的影響評価対象施設の壁温度が許容温度

（200℃）を超える距離）を上回るように設定する。防火帯は、外部火災防護施設への影響

（障壁となる他施設の有無）を踏まえて設ける。 

森林火災の熱的影響評価における許容限界は、森林境界（想定される発火点から防火帯ま

での経路において、原子炉施設に最も近接する地点）における植生等から評価される火炎輻

射強度に対して、熱的影響評価対象施設の壁温度について、200℃を許容限界とし、当該壁

温度が、200℃を下回ることを確認することを基本とする。 

外部火災の二次的影響については、ばい煙及び有毒ガスを想定する。外部火災の二次的影

響を考慮する必要がある安全施設については、必要に応じて、ばい煙の除去に係る措置（フ

ィルタの設置及び交換）を講じられるものとし、ばい煙による波及的影響（閉塞及び目詰ま

り）によって、必要な安全機能を損なわないものとするとともに、中央制御室については、

外気の取り込みを遮断する措置により、その居住環境を維持できるものとする。 

なお、敷地内外において、多量のばい煙や有毒ガスが原子炉施設に到達するおそれが確認

された場合には、原子炉を停止する。外部火災発生時において原子炉施設外で想定される外

部電源喪失等に対しては、原子炉保護系の作動等により、原子炉を自動停止するものとする。 

３ について 

（４）近隣工場等の火災 

近隣工場等の火災（近隣の作業施設の火災・爆発）にあっては、大洗研究所（南地区）敷

地外 10km以内の範囲において、石油コンビナート施設及び液化天然ガス（LNG）基地は存在
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しないため、石油コンビナート及び液化天然ガス（LNG）基地の火災・爆発による損傷の防

止は、設計上考慮しない。危険物貯蔵施設等の火災・爆発にあっては、危険物貯蔵施設の危

険物屋外タンクや高圧ガス貯蔵設備（15t以上の液化石油ガス（LPG）及び 1t以上の可燃性

の高圧ガスを有する施設）における火災・爆発を想定する。また、危険物を搭載した車両の

火災・爆発にあっては、敷地に隣接する国道 51号線において、危険物を搭載した車両によ

る火災・爆発を想定する。上記の他、ここでは、航空機が原子炉施設周辺で落下確率が 

10-7回／炉・年以上になる地点へ落下し、火災が生じることも想定し、熱的影響評価を実施

するものとする。 

近隣工場等の火災の熱的影響評価における許容限界は、以下のとおりとする。 

（ⅰ）危険物屋外タンクにおける燃料油量等から評価される火炎輻射強度に対して、熱

的影響評価対象施設の壁温度について、200℃を許容限界とし、当該壁温度が、200℃

を下回ることを確認することを基本とする。 

（ⅱ）高圧ガス貯蔵設備における可燃性ガス貯蔵量等から評価される危険限界距離を

許容限界とし、熱的影響評価対象施設が当該距離を超える離隔距離を有するものと

する。 

（ⅲ）危険物を搭載した車両の火災・爆発においては、消防法で定められた公道を通行

可能な上限量（30m3）のガソリンが搭載されたタンクローリーを対象とし、評価され

る火炎輻射強度に対して、熱的影響評価対象施設の壁温度について、200℃を許容限

界とし、当該壁温度が、200℃を下回ることを確認することを基本とする。また、液

化天然ガス（LNG）及び液化石油ガス（LPG）が積載された最大クラスのタンクロー

リー（積載量：15.1t）を対象とし、評価される危険限界距離を許容限界とし、熱的

影響評価対象施設が当該距離を超える離隔距離を有するものとする。 

（ⅳ）航空機カテゴリ毎に選定した航空機における燃料油量等から評価される火炎輻

射強度に対して、熱的影響評価対象施設の壁温度について、200℃を許容限界とし、

当該壁温度が、200℃を下回ることを確認することを基本とする。 

外部火災の二次的影響については、ばい煙及び有毒ガスを想定する。外部火災の二次的影

響を考慮する必要がある安全施設については、必要に応じて、ばい煙の除去に係る措置（フ

ィルタの設置及び交換）を講じられるものとし、ばい煙による波及的影響（閉塞及び目詰ま

り）によって、必要な安全機能を損なわないものとするとともに、中央制御室については、

外気の取り込みを遮断する措置により、その居住環境を維持できるものとする。 

なお、敷地内外において、多量のばい煙や有毒ガスが原子炉施設に到達するおそれが確認

された場合には、原子炉を停止する。外部火災発生時において原子炉施設外で想定される外

部電源喪失等に対しては、原子炉保護系の作動等により、原子炉を自動停止するものとする。 

 

   

 添付書類六の以下の項目参照 

2. 気象 

3. 地盤 
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4. 水理

6. 社会環境

8. 火山

9. 竜巻

10. 生物

添付書類八の以下の項目参照 

1. 安全設計の考え方
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